　■ フォーラム　参 考 資 料　　
■１）．『新しい公共宣言』とは　
　2010年1月29日の施政方針演説（鳩山元首相）にて、政策の柱として『新しい公共』を掲げた。それを受けて、「新しい公共」円卓会議を設置し、「新しい公共」という考え方やその展望を市民、企業、行政などの社会に広く浸透させ、これからの日本社会の目指すべき方向性やそれを実現させる制度・政策の在り方などについて議論を行い、2010年6月『新しい公共宣言』として発表された。
■２）．『新しい公共支援事業』の実施　　　…H23年より２年間
　「新しい公共」の推進施策の一つとして、平成23年より総額87億円の予算規模で実施される事業。行政が独占してきた「公（おおやけ）」をNPO等に開く取り組みを試行することで、新しい公共の担い手となるNPO等の自立的活動を後押し、新しい公共の拡大と定着を図る。NPO等にとっては、寄付や融資を受けやすい環境が整備され、ボランティアネットワークや情報などの人的・技術的な活動基盤の整備が進み、NPO等の活動が自立していく。
　平成23年より、各都道府県を受け皿に、約２億円の基金を設置し、2年間にわたって実施される。現在、そのガイドライン案について、パブリックコメントを受けて策定中（1月中旬をめどに最終案）。

■３）．税制改革と認定ＮＰＯ法人取得の緩和　…H23年より
　「平成23年度税制改正大綱」が閣議決定され、認定NPO法人制度・寄付税制は抜本改正される。平成23年度から寄附金税額控除や新しいパブリック・サポート・テスト（絶対値基準）の導入などが実現。「仮認定制度」や認定事務の地方移管などは、地方団体との協議や根拠法の整備を経て、平成24年度からの施行を目指す。
　柱の一つは、寄付に税制上の優遇を与える団体の認定条件として従来の「総収入中の寄附金収入の比率」を問う「相対基準」だけでなく、「一定金額を一定数の人が寄附すれば良い」（3000円×100人×2年間）という「絶対値基準」も選べるという新認定方式が導入される。二つ目は、認定を受けたＮＰＯ法人は、従来のように課税所得から寄付金を控除し、差し引かれた所得に課税する「所得課税」ではなく、納税する税から寄附金の約半分を控除するという「税額控除」も導入される。

■４）．ＮＰＯ法人の新会計基準とは　　
　市民や支援者に分かりやすく情報を公開し、NPO法人の信頼性を高めるために、NPO側から会計基準を策定するという取り組みが2009年3月より始まり、2010年7月にNPO法人会計基準として策定された。この会計基準では、活動計算書、貸借対照表、注記、財産目録がワンセットとなり、収支計算書がなくなるなど、会計報告書が大きく変わる
　また、策定した当初は、新会計基準での報告書を、内閣府や都道府県が報告書と認めるかどうかについても注目されていたが、『新しい公共支援事業』のガイドライン案では、NPO法人による新会計基準の導入割合も成果としての指標として想定されており、重要視されているもよう。



























■1)■2)について詳しくは


　内閣府　http://www5.cao.go.jp/npc/index.html　をみて！





■3)■４）について詳しくは　　シーズ　http://www.npoweb.jp/　をみて！





【実施予定事業】


①つなぎ融資（利子補給）


②融資利用の円滑化支援


③活動基盤整備


④寄付募集の支援


⑤新しい公共の場づくりのため


　のモデル事業


⑥社会イノベーション推進のた


　めのモデル事業


※各県に基金設置。NPO等への委託・　助成等を運営委員会で採択する仕組みを予定している。


　択





★『みんなでつくろう！NPO法人の会計基準』　


　　http://npokaikei.blog63.fc2.com/


★沖縄でも学習会があります！


『ＮＰＯ法人会計基準学習会in沖縄』


・1月28日（金）18：30　～21：00　　


・沖縄県総合福祉センター　403研修室


・1000円


・主催・申込み：那覇市NPO活動支援センター


（運営：NPO法人まちなか研究所わくわく）


　　TEL：０９８－８６１－５０２４


　　FAX：０９８－８６１－５０２９　


　　メール：� HYPERLINK "mailto:nahanpo@ybb.ne.jp" �nahanpo@ybb.ne.jp�





　～「新しい公共宣言」要点～　より、以下引用


　「新しい公共」とは、「支え合いと活気のある社会」を作るための当事者たちの「協働の場」である。そこでは、「国民、市民団体や地域組織」、「企業」、「政府」等が、一定のルールとそれぞれの役割をもって当事者として参加し、協働する。


・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・


　「新しい公共」を実現するには、公共への政府の関わり方、政府と国民の関係のあり方を大胆に見直すことが必要である。政府は、思い切った制度改革や運用方法の見直し等を通じて、これまで政府が独占してきた領域を「新しい公共」に開き、「国民が決める社会」を作る。
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